［参考］別紙２（除外用）

法第13条第２項各号の要件に係る適合理由

附図番号：　　　　 
	項　目
	説　明

	１　当該農業振興地域における農用地区域以外の区域内の土地利用の状況からみて、当該変更に係る土地を農用地等以外の用途に供することが必要かつ適当であつて、農用地区域以外の区域内の土地をもつて代えることが困難であると認められること。
	①　当該土地の必要性

②　規模の妥当性

　

③　代替性

　

	２　当該変更により、農用地区域内における地域計画の達成に支障を及ぼすおそれがないと認められること

	①　地域計画に定める農作物の生産振興や産地形成への支障
②　地域計画の区域内において農業を担う者等に係る土地の農用地等以外への用途変更
③　地域計画に定める農用地の利用の集積・集団化に関する目標への支障


	３　２に掲げるもののほか、農用地区域内における農用地の集団化、農作業の効率化その他土地の農業上の効率的かつ総合的な利用に支障を及ぼすおそれがないと認められること。


	①　農用地の集団化への支障

②　高性能機械による営農や効果的な病害虫駆除等への支障

　

③　農業生産基盤整備事業や農地流動化施策への支障

　


	項　目
	説　明

	４　当該変更により、農用地区域内における効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に支障を及ぼすおそれがないと認められること。
	①　認定農業者等の安定的な農業経営への支障

　

②　認定農業者等の経営する一団の農用地の集団化への支障

　

	５　当該変更により、農用地区域内の第三条第三号の施設の有する機能に支障を及ぼすおそれがないと認められること。


	①　農用地区域内の土地の保全上必要な施設への支障

　

②　農用地区域内の土地の利用上必要な施設への支障

　

	６　当該変更に係る土地が第十条第三項第二号に掲げる土地に該当する場合にあつては、当該土地が、農業に関する公共投資により得られる効用の確保を図る観点から政令で定める基準に適合していること。
	　

	
	


